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 都税・特別区税・国税

（注1）上記一覧表は、主に23区内における期限です。各市町村の市町村民税、固定資産税・都市計画税の納期等は、103
ページをご覧ください。

（注2）申告期限や納期限が土曜日､日曜日、国民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日がその期限となります。
（注3）個人の都民税所得割・均等割については、特別区民税とあわせて徴収しています。
（注4）地方消費税の申告は、消費税（国税）の申告とあわせて行います。
（注5）所得税又は特別区民税（住民税）の申告をされた方は、個人の事業税の申告は不要です。
（注6）特別法人事業税の申告は、令和元年10月１日以後に開始する事業年度の法人の事業税の申告とあわせて行います。
（注7）地方法人特別税の申告は、令和元年9月30日までに開始する事業年度の法人の事業税の申告とあわせて行います。
（注8）特別土地保有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止しています。
（注9）所得税のほかに復興特別所得税が課税されます（90ページ参照）。
（注10）令和6年度から森林環境税が課税され、特別区民税とあわせて徴収されます。

10 月

都　　税 特別区税 国　　税
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1 月
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都民税株式等譲渡所得割
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申告と納期のご案内
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私たちと税金

1 私たちと税金

税金とは 
国や地方自治体の仕事は、私たちの日常生活に様々な関わりを持っています。
国は、外交や司法をはじめ、産業や経済など、全国的見地から行う仕事を分担しています。一方、

地方自治体は私たちの地域社会に密着した教育、保健衛生、都市の整備、上下水道、警察・消防など、
福祉や生活環境を中心とした仕事を分担しています。

私たちはこれらの公共の仕事に必要な経費を「税金」という形で負担しています。
つまり、「税金」とは「社会の一員として暮らしていく上での会費」のようなものといえます。

法律に基づいて納める税金 
日本国憲法は、第30条に「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。」と規定する

とともに、第84条に「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める
条件によることを必要とする。」と規定しています。私たちが納める税金は、私たちが選んだ代表に
よる議会で定める法律や条例によってのみ課されるということを保障したものです。

このことを「租税法律主義」といいます。

税金の約束ごと 
税に関する法律や条例では、次の五つの大切な要素が定められています。

このほか、いつ、どのようにして納めるか、また、期限までに納められないときはどうするのかと
いうようなことも定められています。このような事柄は、国民やその地域の住民の総意に基づいた約
束ごとといえるでしょう。

課 税 主 体 課税権に基づいて税金を課し、徴収する主体となるもの（国、都道府県、区市町村など）

課 税 客 体 税金がかかる対象となる物、行為又は事実等

納税義務者 納税義務があると定められた個人又は法人

課 税 標 準 課税客体を具体的に数量又は金額で表したもの

税　　　率

税額を算出するために課税標準に対して適用される割合
一定の金額による場合と一定の率による場合があります。

×

◆税率の種類
・標準税率………地方団体が課税する場合に、通常よるべき税率。財政上その他の必要が

ある場合には、これと異なる税率を定めることができます。
・制限税率………地方団体が税率を定める場合に、それを超えることができない税率
・一定税率………地方団体がそれ以外の税率を定めることができない税率
・任意税率………地方団体が独自に定めることができる税率

税　率課税標準 ＝ 税　額
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私たちと税金

税金の種類 
税金の分け方と種類は、次のようになっています。

次ページの地方税の中で、 色の税目が都税です。この中には、市町村税のうち、23 区内では
都税として扱っている税目も含まれています。

これは、通常、市町村の仕事である消防や上下水道などの事務を 23 区内では都が行っており、その
費用に充てるため特別な措置がとられているからです。そして、法人の市町村民税相当分、固定資産
税及び特別土地保有税＊の 3 税の収入額、法人事業税交付対象額並びに固定資産税減収補塡特別交付
金の 55.1％は、23 区の財源に充てるため、それぞれの区に配分しています。

＊　�特別土地保有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止しています。

課税と納税のしくみ 
都税を課税し、これを納めていただく方法は、次の 4 種類に分けられます。
個人の住民税のように、同じ税金でも複数の方法が採られているものもあります。

＊1　�特別法人事業税の申告は、令和元年10月1日以後に開始する事業年度の法人の事業税の申告とあわせて行います。
＊2　�地方法人特別税の申告は、令和元年9月30日までに開始する事業年度の法人の事業税の申告とあわせて行います。
＊3　�地方消費税の申告は、消費税（国税）の申告とあわせて行います。
＊4　�特別土地保有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止しています。
＊5　�個人の住民税は、都民税と区市町村民税をあわせて、区市町村が賦課・徴収を行っています。

種　類 方　　　法 この方法で納める税金

申告納付 納税者が、自分で納める税額を計算し、申告して納め
ます。

特別徴収
（申告納入）

税金を都に代わって徴収する義務を課せられた方（特
別徴収義務者）が、納税者から販売代金などと一緒に
税金を預かり、この預かった税金を申告して納めます。

個人の住民税（給与所得者など）＊５、都民税利子割・配当
割・株式等譲渡所得割、ゴルフ場利用税、軽油引取税
（元売業者・特約業者の引渡し分）、宿泊税

普通徴収
都税事務所長等が、法律や条例で定められた方法で税
額を決定し、その税額や納期、納付場所などを記載した
納税通知書を納税者に送り、それによって納めます。

証紙徴収 申告書などに証紙 を貼って納めるか、証紙に代えて現
金で納めます。

法人の都民税・法人の事業税 ＊1＊２、自動車税環境性能
割、軽油引取税（自己消費分など）、事業所税、都たばこ
税、地方消費税 ＊３、特別土地保有税 ＊４

狩猟税、自動車税種別割（月割課税（新規登録）分）

個人の住民税（個人事業者など）＊５、個人の事業税、不動
産取得税、自動車税種別割（年額課税分）、固定資産税
・都市計画税、鉱区税

税
金
の
主
な
分
け
方

国 税 国に納める税金

地 方 税 地方自治体に納める税金（道府県税と市町村税とに分かれる。）

直 接 税 税金を納める義務のある人が、その税金を実質的に負担する人と同一人である税金
（所得税、住民税など）

間 接 税 税金を納める義務のある人が、その税金を実質的に負担する人と異なる税金
（消費税、たばこ税など）

普 通 税 一般的な財源に充てられる税金（住民税、固定資産税など）

目 的 税 特定の使途のみに充てられる税金（事業所税、都市計画税など）

私
た
ち
と
税
金
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直　接　税

所　　得　　税（P65）

法　　人　　税（P67）

復興特別所得税（P90)

地 方 法 人 税（P67）

特別法人事業税（P25）

地方法人特別税（P25

国　　税 地方税

道　

府　

県　

税

普
通
税

目
的
税

（P18）

（P３3）

（P６2）

（P６1）

（P３0）

（P51）

（P55）　 

（P59）

（P61）

（P６3）

（P２6）

（P6）

利子割等（P15・16・17）

都民税

（P22）

（P19）
事業税

(注1)　市町村税中の　　色は、23区内では都税です。
　　　 ●は、都内では課税していません。
(注2)　特別土地保有税は、平成15年度以後、新たな課税を

停止しています。

法　定　 外　 普　 通　 税●

水　  利　  地　  益　  税●

(注1)　特別法人事業税は、令和元年10月1日以後に
開始する事業年度に課税されます。

(注2)　地方法人特別税は、令和元年9月30日までに
開始する事業年度に課税されます。

(注3)　森林環境税は、令和6年度から課税されます。

間接税など

酒 税

国　　た　　ば　　こ　　税

た　ば　こ　特　別　税

揮　　発　　油　　税

地　方　揮　発　油　税

航　空　機　燃　料 税

石　　油　　ガ　　ス 税

石　　油　　石　　炭 税

印　　　　紙 税

電　源　開　発　促　進 税

国　際　観　光　旅　客 税

と　　　　ん 税

特　　別　　と　　ん 税

関 税

消  　費  　税（P18）

登 録 免 許 税（P７2）

（P７1）自動車重量税

相　　続　　税（P７0）

贈　　与　　税（P68）

森　　林　　環　　境　　税

個 人

法 人

個 人

法 人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

都 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

自 動 車 税 環 境 性 能 割

自 動 車 税 種 別 割

軽 油 引 取 税

鉱 区 税

狩 猟 税

宿泊税（法定外目的税）

市　

町　

村　

税

普
通
税

目
的
税

法　  定　  外　  普　  通　  税

固 定 資 産 税（P30・37）

（P５3）

（P７3）

（P５0）

（P７3）

（P28）

（P49）

法 人（P26・７3）

個 人 （P6・７3）
市町村民税

軽自動車税環境性能割

軽 自 動 車 税 種 別 割

特 別 土 地 保 有 税

入 　　湯　　 税

事 　業 　所 　税

都 　 市 　 計 　 画 　 税

水 利 地 益 税

共 同 施 設 税

宅 地 開 発 税

法　 定　 外　 目　 的　 税

●

●

●

●

国 民 健 康 保 険 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

私たちと税金

 税金の種類 （令和5年4月1日現在）
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あなたの納める都税とそのゆくえ

都政を支える都税 
東京都は、明るい「未来の東京」の実現に向け、将来にわたって「成長」と「成熟」が両立した光り

輝く都市へと確実に進化し続けるため、様々な施策を着実に実施しています。これを実現するための経
費は、都民の皆様に納めていただく都税のほか、国庫支出金や都債などで賄われています。

令和5年度の一般会計当初予算は8兆410億円で、その77.1％に当たる6兆2,010億円が、皆様の都税です。

 令和5年度一般会計当初予算の内訳

歳入総額
8兆410億円

都　税
6兆2,010億円
（77.1%）

その他
5,923億円
（7.4%）

都債
2,908億円
（3.6%）

国庫支出金
3,881億円
（4,8%）

繰入金
5,016億円
（6,2%）

地方譲与税
672億円
（0.8%）

税連動経費等
1兆7,614億円

企画･総務
3,691億円

生活環境
3,205億円

労働と経済
6,963億円

教育と文化
1兆1,980億円

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合があります。

警察と消防
9,218億円 都市の整備

8,913億円

福祉と保健
1兆5,384億円

歳出総額
8兆410億円

公債費
3,442億円

私
た
ち
と
税
金

あ
な
た
の
納
め
る
都
税
と
そ
の
ゆ
く
え
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 令和 5 年度都税収入見込額（当初予算）

そ
の
他
の
税

ゴ
ル
フ
場
利
用
税

宿

泊

税

不
動
産
取
得
税

軽
油
引
取
税

都
た
ば
こ
税

都
民
税
利
子
割

自
動
車
税
環
境
性
能
割

個
人
事
業
税

都
市
計
画
税

自
動
車
税
種
別
割

事
業
所
税

法
人
都
民
税

個
人
都
民
税

繰
入
地
方
消
費
税

固
定
資
産
税

法
人
事
業
税

（億円）

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合があります。

都税総額6兆2,010億円の税目別内訳
単位：億円・（　　）内は構成比％

14,517
(23.4%)14,385

(23.2%)

10,534
(17.0%)

7,690
(12.4%) 7,571(12.2%)

2,789
(4.5%)

1,175
(1.9%) 999

(1.6%)
941
(1.5%) 605

(1.0%) 381
(0.6%) 163

(0.3%)
148
(0.2%)

86
(0.1%)

17
(0.0%)

7
（0.0%）

1
（0.0%）0
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9,000

12,000

15,000


